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■定員適正化計画の策定に当たって 

 

 本市は、平成１７年４月１日に旧石巻市、旧河北町、旧雄勝町、旧河南町、旧桃生町、旧北上町及び

旧牡鹿町の１市６町が新設合併し、より一層の効率的・効果的な行政運営のための計画をもって管理し、

合併によるスケールメリットを活かしながら適材適所となるような人員配置に努めるため、平成１８年

度を基準年次とした「石巻市職員定員適正化計画」を平成１９年３月に策定しました。 

本計画は、平成１８年度から平成２２年度までの５年間の中期的な職員の定員管理として位置付け、

職員数の削減に努めてきましたが、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により本市の定員管

理を取り巻く環境は一変し、「石巻市職員定員適正化計画」の実施も中断となりました。 

 

 東日本大震災以降は、復旧・復興事業を円滑に進めるためのマンパワー確保を優先とし、退職者補充

の拡充、地方自治法に基づく他団体からの職員派遣及び任期付職員の採用等により膨大な復旧・復興事

業を実施してきました。 

 

 このような中、急速な少子・高齢化、人口減少社会の到来等、本市の持続的発展を見据えた将来像は、

ますます厳しさを増すことが予想され、複雑化かつ多様化する行政課題や市民ニーズに対応するために

は、ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）の理念に沿った効率的・効果的

な行政運営が必要となります。 

 

 このため、今後、復興期間終了後は適正な職員数による効率的な行財政運営により、将来的な人件費

負担とならないよう新たな「石巻市職員定員適正化計画」を策定し、長期的な視点で定員管理を推進し、

安定した住民サービスの提供に努めてまいります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つながるＳＤＧｓゴール 

 

                     16.6あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある 

                       透明性の高い公共機関を発展させる。 
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１ 定員適正化計画の状況 

 

  本市では、平成１９年３月に策定した石巻市職員定員適正化計画（以下、本計画において「旧定員

適正化計画」といいます。）を平成１８年度から平成２２年度までの５年間における目標とする職員

数を設定した中期的な職員定員管理として位置付け、「石巻市行政改革大綱（平成１８年２月策定）」

を軸に多様な行政サービスの需要に柔軟に対応できるよう実行してきました。 

 

  年度別職員削減計画として、平成１８年４月１日現在の医療職及び教育職を除いた一般職員数をベ

ースに、平成２２年度までの期間における委託化の推進等による減員要素や退職者補充の抑制により、

業務量に見合う人員に調整（削減）することとし、医療職及び教育職を含めた職員数では、平成１８

年４月１日現在で１,９８７人を、平成２３年４月１日現在は１,７４３人にすることを目標としてい

ました。 

  具体的には、労務職は退職者完全不補充とし、行政職は各年度１０名程度とするほか、合併による

スケールメリットを活かしながら適材適所への人員配置に努め、２４４名、１５パーセントの削減を

見込んでいました。 

 

  そのような中、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により本市を取り巻く環境は一変し、

旧定員適正化計画の実行を中断せざるを得ず、それ以降、復旧・復興事業を円滑に進めるためのマン

パワー確保を優先とし、退職者補充の拡充、地方自治法に基づく他団体からの職員派遣及び任期付職

員の採用等により、膨大な復旧・復興事業に対応してきました。 

 

【職員数の推移（旧定員適正化計画の実績）】                （単位：人） 

区 分 ／ 年 度 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

目標職員数（定員管理上） 1,987 1,937 1,893 1,838 1,786 1,743 

うち行政・幼稚園教諭・労務職計 1,631 1,581 1,537 1,482 1,430 1,387 

実職員数（定員管理上） 1,987 1,951 1,895 1,850 1,800 1,717 

うち行政・幼稚園教諭・労務職計 1,625 1,573 1,529 1,481 1,436 1,388 

 ※各年度４月１日現在 
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２ 現状分析 

 (1) 職員数の推移（平成２３年度から令和２年度まで） 

   東日本大震災以降の本市においては、復旧・復興業務を迅速に進めるための職員不足に対応する

ため、退職者補充の拡充採用、即戦力となる人材確保策として一般行政職及び土木職等の社会人経

験者の採用を実施したほか、地方自治法に基づく他団体からの職員派遣及び任期付職員の採用等に

よりマンパワーの確保に努めてきました。 

   また、平成２５年度から定年退職者を対象とした再任用制度を実施し、地域事情に精通した市職

員ＯＢを活用しながらマンパワー確保の面で大きな効果を得てきたところであります。 

   平成３０年度からは、将来の定員適正化を見据え、退職者数の補充採用を４分の３程度に抑制し、

後年度における人件費負担が過重とならないよう考慮してきました。 

【職員数の推移】                                  （単位：人） 

区分／年度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ H31(R1) Ｒ２ 

職員総数 

（４月１日現在） 

（①＋②＋③） 

1,715 1,611 1,627 1,639 1,691 1,819 1,937 1,924 1,903 1,855 

①行政・幼稚園教

諭・労務職員数 
1,388 1,376 1,397 1,417 1,477 1,578 1,651 1,627 1,600 1,549 

内訳 

行政職 1,170 1,169 1,197 1,225 1,289 1,395 1,452 1,436 1,420 1,378 

幼稚園教諭 17 18 19 19 15 15 15 15 15 15 

労務職 201 189 181 173 173 168 184 176 165 156 

②医療職 253 169 169 165 168 199 246 258 264 267 

③高校教員 74 66 61 57 46 42 40 39 39 39 

定員管理調査上の

職員数 
1,717 1,613 1,629 1,641 1,692 1,820 1,938 1,924 1,903 1,855 

 （注）「定員管理調査上の職員数」：教育長、宮城県市町村自治振興センター派遣職員及び組合専従者を加算 

※平成２７年度から教育長計上せず(新制度) 

 

【行政・幼稚園教諭・労務職員数推移（平成１７年度から令和２年度まで）】 
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【任期付職員数・再任用職員（フルタイム）の推移】                （単位：人） 

区分／年度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ H31(R1) Ｒ２ 

職員総数 

（４月１日現在） 

（①＋②＋③） 

1,715 1,611 1,627 1,639 1,691 1,819 1,937 1,924 1,903 1,855 

うち任期付職員 0 0 31 62 106 165 224 220 206 192 

うち再任用職員 

（フルタイム） 
0 0 9 26 43 66 82 82 94 105 

（注）「うち任期付職員数」：自治体ＯＢ職員、民間派遣社員及び特定任期付職員を含む。 

 

 

 (2) 類似団体職員数との比較 

本市と人口規模、産業構造等が類似している団体２９団体との比較を行うものです。 

総務省公表「類似団体別職員数の状況(H31.4.1 現在)」等の各種公表データを基に本市の現状を

比較しました。 

  ア 類似団体の人口１万人当たりの職員数比較 

    平成３１年４月１日現在の本市の普通会計職員数は、類似団体の平均８２５人と比べて  

６９７人多く、また、人口１万人当たりの普通会計部門職員数は、類似団体の平均６５人と比べ

て４０．３１人多い職員数となっております。 
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イ 類似団体の部門別職員数比較 

   部門別職員数では、総務（総務一般）、民生（福祉等）、衛生（保健・衛生等）、土木（建築、土

木等）、教育、その他公営企業（国保、介護等）等が平均値を上回る職員数となっております。 

主な要因としては、前述「２現状分析 (1)職員数の推移」に明記しているように、東日本大震

災以降の復旧・復興業務に対応するためのマンパワー確保によるものです。 

 

【類似団体別部門別職員数（平成３１年４月１日現在）】            
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 ウ 類似団体の施設保有数、財政指標、面積等比較 

   施設保有数では、本市は保育所・学校数が多く、面積については、平成１７年４月の１市６町

の合併に伴い広大な市域を有しており、１キロ平方メートル当たりの人口密度は２６５人と低く、

高齢化率は高い水準であることから、類似団体の中でも行政効率が低い本市ならではの特殊事情

が表れています。 

   また、財政指標等を比較すると、平均に比べて経常収支比率が高く、財政力指数が低いことか

ら、将来に渡って財政構造の硬直化が進んでいくことが懸念され、より効率的な行政運営を推進

するためにも、職員数の適正化による財政健全化を図る必要があります。 

 

【類似団体別施設保有数・主要財政指標・面積等比較表】 
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３ 基本方針 

 

今後、厳しい行財政運営が見込まれる中、複雑化かつ多様化する行政課題や市民ニーズに対応する

ためには、より効率的・効果的な行政運営が必要となります。 

  新たな「石巻市職員定員適正化計画」は、本市が平成２７年２月に策定（平成３０年３月改訂）し

た「石巻市行財政運営プラン」の基本目標１「人づくり・組織づくりの強化」の取組項目の１つです

が、持続可能な行政運営を実現させるためには、職員数の適正化は重要な取組であることから、現在

策定中の「石巻市行財政改革推進プラン２０２５（令和３年度から実施予定）」の取組項目にも掲げる

こととし、適正な職員数の実現を目指します。 

  また、職員数の減少に伴い、行政サービスの低下を招くことがないよう、これまで以上に人材育成

にも注力していく必要があります。そのため、本計画の実施に当たっては、令和２年度末で終期を迎

え、今年度内に策定する予定の「石巻市人材育成基本方針（第２次改訂版）」、「第２次石巻市人材育成

基本計画」、「第５次石巻市中期職員研修計画」等により職員の能力開発や資質向上を効果的に進めて

いくことが重要となることから、これらの計画策定においては、本計画の考え方を踏まえるものとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間 

 

令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

また、復興期間終了後も継続される復旧・復興事業の進捗状況や令和２年度から導入された会計年

度任用職員制度の運用状況、定年年齢の見直し（令和４年度から実施する見込み）等の地方公務員制

度に対する国の方針、本市の財政状況等、今後の様々な要因により職員数に影響を与えることも想定

されるため、必要の都度、本計画の見直しを図ることとします。 
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５ 目標とする職員数 

 

 (1) 定員適正化計画の対象職員 

本計画の対象となる職員は、原則として、常勤職員とし、医療職及び教育職（高校教諭に限る。）

を除いた一般職員（行政職・幼稚園職・労務職）を対象とします。 

   ※任期付職員（短時間勤務）、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く。 

 

 (2) 職員数の目標値 

令和２年４月１日現在の職員数１，５４９人を基準として、本計画期間を通じ令和７年４月１日

の職員数１，３２７人を目標とします。 

 

  【定員適正化計画目標職員数】※医療職及び高校教員を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              旧定員適正化計画における 

                              平成２３年４月１日現在の 

                              目標水準から更に６０人程度 

                              削減することを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   本市では、これまで復旧・復興事業を円滑に進めるためのマンパワー確保を優先とし、膨大な復

旧・復興事業に対応しておりますが、将来の見通しとして復興期間終了後の令和４年度まで一定数

のマンパワー不足が継続する見込みであるほか、令和２年度から実施している会計年度任用職員制

度の運用状況、国において見直すこととされている定年年齢の引上げが令和４年度から実施される

見込みであること等、定員管理上の変動要因が想定されます。 

このため、本計画は、定員管理上の変動状況に応じて、見直すことを前提とし、職員数の目標値

を定めるものです。 

この目標値については、旧定員適正化計画における最終目標水準（平成２３年４月１日現在）を

基本とし、退職者補充（新規採用）の縮減、任期付職員採用の終了等の精査を行いながら、東日本

大震災前の職員数水準から更に６０人程度削減することを目指します。 

 

 

 

２２２人削減 

今後想定される定員管理

上の変動状況に応じ計画

期間内に見直しを図りま

す。 

■今後想定される定員管理上の変動要因 

 ①復興事業等の進捗 

 ②会計年度任用職員制度 

 ③定年年齢引上げ（令和４年度） 

 ④本市財政状況 

令和２年４月１日現在 

１，５４９人 令和７年４月１日現在 

１，３２７人 
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【年度別職員数（平成３０年度～令和７年度】 

                                                                       （単位：人、千円） 

区 分 ／ 年 度 H30 H31(R1) Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

職員総数（４月１日現在） 

（①＋②＋③） 
1,924 1,903 1,855 1,771 1,738 1,699 1,663 1,633 

①行政・幼稚園教諭・労務職員数 1,627 1,600 1,549 1,465 1,432 1,393 1,357 1,327 

内訳 

行政職 1,436 1,420 1,378 1,319 1,290 1,260 1,230 1,208 

幼稚園教諭 15 15 15 14 13 13 12 12 

労務職 176 165 156 132 129 120 115 107 

②医療職 258 264 267 267 267 267 267 267 

③高校教員 39 39 39 39 39 39 39 39 

定員管理調査上の職員数 1,924 1,903 1,855 1,771 1,738 1,699 1,663 1,633 

年間人件費削減額(千円)  207,900 392,700 646,800 254,100 300,300 277,200 231,000 

    
Ｒ３～Ｒ７年度（５か年）人件費削減額 

 １，７０９，４００千円 

  （注）医療職及び高校教員は令和２年度職員数と同数で推移すると仮定 

     人件費削減額は一人当たり 7,700千円／年と仮定 

 

 (3) 石巻市職員の年齢構成 

本市の年齢構成は次のとおりです。 

   今後は、年齢層のバランスを考慮した職員採用を検討する必要があります。 
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 (4) 任期付職員数の推計 

更新年度最長５年満了又は復興期間終了以降の一部継続的事業等に従事するための必要最小限

に留めて任用継続することを想定した推計値です。 

 

【任期付職員（フルタイム）職員数推計】                （単位：人） 

年 度 
任用更新者数 

（4/1 現在） 

新規任用者数 

（4/1 現在） 

在職者数 

（4/1 現在） 

退職予定者数 

（翌年 3/31） 

令和２年度 １５７ ３５ １９２ １０１ 

令和３年度 ９２ １９ １１１ ２７ 

令和４年度 ８４ ６ ９０ ４７ 

令和５年度 ４３ ２２ ６５ ３３ 

令和６年度 ３２ ２２ ５４ ８ 

令和７年度 ４６ １０ ５６  

※自治体ＯＢ職員、民間派遣社員及び特定任期付職員を含む。医療職及び高校教員を除く。 

 

 

(5) 定年退職予定者数及び再任用職員数の推計 

各年度の定年退職予定者数の７割が再任用（フルタイム勤務）されるものとし、引き続き再任用

期間満了（６５歳）まで任用された場合の推計値です。 

 

【定年退職予定者数・再任用（フルタイム）職員数推計】         （単位：人） 

定年退職年度 再任用期間 

年度 
定年退職

予定者数 
Ｈ３１(R1) Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

Ｈ２６  １２       

Ｈ２７  １９ １７      

Ｈ２８  １４ １３ １３     

Ｈ２９  １６ １６ １６ １６    

Ｈ３０ ３９ ２５ ２３ ２３ ２３ ２３   

Ｈ３１(R1) ４４  ３１ ３１ ３１ ３１ ３１  

Ｒ２ ４２   ２８ ２８ ２８ ２８ ２８ 

Ｒ３ ４０    ２７ ２７ ２７ ２７ 

Ｒ４ ３８     ２６ ２６ ２６ 

Ｒ５ ３７      ２４ ２４ 

Ｒ６ ３２       ２２ 

合   計 ８６ １００ １１１ １２５ １３５ １３６ １２７ 

※医療職及び高校教員を除く。   
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６ 定員適正化の具体的取組 

 

新たな「石巻市職員定員適正化計画」は、本計画の実効性を確保するため、次の７項目を柱として

職員数の適正化を図ることとします。 

 

 (1) 他の計画との整合性 

現在策定中の石巻市行財政改革推進プラン２０２５（令和３年度から）、石巻市公共施設等総合

管理計画（平成２８年３月策定）、石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画（平成３０年３月

策定）等との整合を図ります。 

 (2) 事務量の適正な把握 

   将来の事務事業見直しを加味した事務量を把握し、事務事業の執行に必要かつ適正な職員配置に

努めます。 

事務量の把握に際しては、平成３１年４月１日から施行された「働き方改革を推進するための関

係法律の整備に関する法律」による時間外勤務命令の上限設定等を充分に考慮したものとします。 

 (3) 事務事業や組織の見直し 

   限られた人材と予算で効果的な施策を実行するため、「期待される効果」を整理し、多様化する市

民ニーズへの対応に注力しながらも、できる限り効率化していくことを目指し、戦略的行財政運営

への転換を図れるよう、事務事業や組織を見直ししていきます。 

   その一環として、ＩＣＴを活用した行政サービスの向上、ＡＩ・ＲＰＡによる定型業務自動化を

図るほか、民間事業者等へのアウトソーシングを推進し、行政が担うべき役割を明らかにしていき

ます。 

   また、旧定員適正化計画において「退職者完全不補充」としていた労務職員については、他の計

画との整合性を図りながら、民間事業者との類似する業務内容のアウトソーシングの推進、退職者

不補充等による職員数削減を目指します。 

 (4) 多様な任用形態の活用 

   長期に渡る公務経験を有し、質の高い行政サービス提供が期待できる再任用職員の適切な配置に

努めます。 

また、定型的業務等について、会計年度任用職員の配置による効率化を目指します。 

 (5) 職員の能力向上 

   個々の職員が行政運営に必要な専門知識の習得とともに、業務管理や業務に対する考え方等基礎

的能力の向上を目指し、結果と成果、効果を照らし合わせながら業務手順を効率的に創出していけ

るよう職員能力の向上を目指します。 

   また、職員のメンタルヘルス対策、ハラスメント対策等に取り組み、職員のワーク・ライフ・バ

ランスに配慮し、心身ともに健康で職員の能力を十分に発揮できる風通しの良い職場環境を目指し

ます。 

 (6) 計画的な職員採用 

   定年退職者数、再任用職員見込数、将来想定されている定年年齢延長等を考慮した新規採用職員

数を精査します。 

   精査に当たっては、財政収支見通しを参考にし、人件費削減効果額を勘案します。 

 (7) 重要課題への対応 

   市重要課題やプロジェクト事業等に対するマンパワー強化の必要な事業に対応できる機動的な

職員配置体制を構築します。 

 


